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はじめに 

 
平成 22 年度技術委員会先端技術調査 WG にて「クラウドコン

ピューティングが情報サービス事業者に与える影響とビジネス

拡大に向けての提言」を発表した。その後、「クラウド時代の…」

と枕詞がつくほど、情報サービス産業だけでなくクラウドを活用

することが当たり前の時代となっている。  
一方、近年 IT をベースとしたイノベーションはビジネスニー

ズをいかに早くキャッチアップし、ソフトウェアを素早く開発し、

顧客からのフィードバックを得ることで、より価値の高いソフト

ウェアを開発することが成功の鍵となっており、ビジネスのイノ

ベーションが盛んな米国を中心にアジャイル開発、DevOps(a 
portmanteau of development and operations)等の新しい手法が

注目され、かつ主流になりつつある。  
本調査では、クラウドの利用が当然となっているアジャイル開

発を中心としたソフトウェア開発手法を解説するとともに、主に

米国のスタートアップ企業における成功事例から得られる教訓

を考察する。さらに日本の IT ベンダがクラウドを最大限活用し

てアジャイル開発などに代表される新しい開発手法にいかに取

り組むべきか提言を行う。  
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1 クラウドコンピューティングのトレンド  

1.1 ビジネスを変えるクラウドコンピューティング  
ここ数年、クラウドサービスは確実に普及している。一時期は

クラウドサービスに対する過度な期待が多かったが、現在はクラ

ウドの特徴を理解したうえで、ビジネスにとってどのようなメリ

ットやデメリットがあるかを冷静に判断する時期に入ろうとし

ている。  
クラウドサービスが提供され始めた初期の頃は、BtoC 型サー

ビスの急激なアクセス変動や、早急な市民サービス立上げのため

に適した利用形態と言われていた。しかしながら、プライベート

クラウドやハイブリッドクラウドという形態が企業に認知され

始めると、企業の基幹システムに対してもクラウドコンピューテ

ィングが受け入れられるようになっている。  
企業の利用シーンにおいては、クラウドコンピューティングは

スピード、柔軟性、スモールスタート、スケーラビリティを実現

する有効な手段として利用されている。  
一方、近年のスマートデバイスの普及を反映して、スマートデ

バイスのビジネス利用も盛んに行われている。端末側へさまざま

なサービスを提供するためにはセンタ側のバックエンドサービ

スが必須であることから、バックエンドサービスの提供プラット

フォームとしてクラウドの重要性が増している。  
 
1.2 IT ベンダ企業へのクラウドインパクト  

ユーザ企業でのクラウドサービスの普及に伴って、情報システ

ムの位置付けが所有から利用へと変わってきている。システムを

委託開発する案件が減少し、既存サービスを組み合わせることで

自社の業務システムを構築する形態が増えると言われている。こ

れは IT ベンダにとって SI 案件の市場が縮小することを意味する。 
委託開発案件が減少するとしても、業務内容によってはクラウ

ドサービスの利用だけではカバーしきれない要求が必ずあり、シ

ステム開発が無くなることはない。しかし、従来のシステム開発

に比べて、ユーザ企業から IT ベンダ企業に対して以下の要求が

高まっている。  
 

 システム開発コストの削減  
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 システム開発の短納期化  
 仕様変更の柔軟性  
 保守費からの解放  

 
ユーザ企業の期待に対して、IT ベンダー企業はクラウドを利用

したシステム開発によって効果を出そうとしている。たとえばク

ラウドの特徴を生かして、  
 

 リソース調達の短縮  
 開発およびテスト環境の共通化、標準化、充実  
 分散開発の容易化  
 保守環境の維持  
 マルチプラットフォーム環境の保持  
 集中した品質向上サービスの提供  
 過去の開発資産の再利用  

 
が行われている。ユーザ企業が利用するシステムがクラウド上

で稼働するのであれば、システム開発段階からクラウド上で開発

を進めることで、スムースなサービスインが可能になる。またリ

ソースの調達が容易になることから、開発環境を素早く用意でき

る。さらに開発環境のクラウド化によって副次的な効果も生まれ

ている。それは開発環境が一カ所に集約されることである。リソ

ースの有効利用というだけでなく、開発環境を標準化し、共通の

開発支援機能をプロジェクト側にサービスとして提供すること

が可能になる。具体例として、  
 

 共通の開発支援ツールの提供  
 共同で利用するテスト環境の提供  
 品質向上のための専門サービスの提供  

 
といったプロジェクトの垣根を超えた利用効果が得られる。  
システム開発にクラウドを利用することは、システムを作るか

ら使うへの転換が進むことを意味する。これらのメリットを活か

すことで、IT ベンダのシステム開発においてもスピード、柔軟

性、スモールスタート、スケーラブルを実現し、ひいてはユーザ

企業のビジネスに貢献できると考える。  



3 
 

2 ソフトウェア開発プロセスのトレンド  

2.1 アジャイル開発とリーン・スタートアップ  
1990 年代のインターネット時代に入り、消費者のニーズは多様

化し、ビジネスサイクルの短縮により、ビジネス環境には不確実

性が高まってきた。また過去からの延長線上にない、不連続な変

化も起きている。そこで、事業開発に関するコストをかけずに最

低限の製品やサービス、試作品により市場の反応を見て改善する、

こうしたサイクルを繰り返すことで、新しい事業の成功率を高め

ようとするマネジメント手法「リーン・スタートアップ」が注目

されている。  
リーン・スタートアップは、仮説と検証を繰り返す、いわば失

敗と改善を重ねることで顧客の期待に応えようという手法であ

ることから、検証のための「製品」はできるだけ時間やコストを

かけずに開発しようと考える (図 2-1)。  
この「実用最小限の製品 (MVP)」を実現するための IT 環境と

して、アジャイル開発や継続的デリバリー (Continuous Delivery)、
クラウドコンピューティングなどが用いられるようになった。  

 

 
図 2-1 リーンスタートアップとは  
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3 アジャイルな開発に必要な技術・手法  

3.1 DevOps および継続的デリバリ (Continuous Delivery)の技術概

要  
開発 (development)と運用 (operation)を組み合わせた言葉であ

る「DevOps」は、ベンダによる新たなソフトウェア開発管理手

法を意味し、「継続的デリバリ (Continuous Delivery：CD)」はソ

フトウェアをエンドユーザに継続的に届けることを意味する。  
DevOps は、アジャイル開発の発展に伴い実践されるようにな

った手法の一つである。従来のソフトウェア開発では、開発者が

開発マシン (development server)でアプリケーションの開発およ

びテストや最適化を実施し、アプリケーションの安定性が確認で

きた段階で、本番マシン (production server)に移行する、その後、

IT 運用者がアプリケーションの本番バージョンの維持、管理を

行う。  
しかし、クラウド環境では、同一のインフラにおいてソフトウ

ェア開発と運用を並行して行えることから、開発バージョンと本

番バージョンとの間の壁が取り払われ、開発者と運用者の効果的

なコラボレーションにより、ほぼシームレスにソフトウェアのア

ップデートを行うことが可能となっている。  
継続的デリバリ (以下、CD とする )は、ビジネスがどれくらいの

価値を生み出すのか、素早く検証するために、継続的にサービス

に機能を追加する。機能を追加したことで、ユーザからのフィー

ドバックや、システムが引き起こす問題を早期に得ることを目的

としている。  
 
3.2 開発・試験手法  

アジャイル開発手法は、短期間で迅速なコード変更を可能とす

る順応性の高い開発手法であるが、組織の IT 部門における開発、

本番環境におけるインフラ面での「インテグレーション (統合 )」
が、その開発を成功させるために重要な鍵となっている。  
従来のウォーターフォール開発とアジャイル開発との主要な相

違点の一つに、アジャイル開発では、開発に係る各チームメンバ

の間で継続的にフィードバックとコミュニケーションを図るこ

とが重視されていることが挙げられる。  
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3.3 バージョン管理とバイナリ管理  
継続的デリバリ (CD)プラクティスを実現する上では、ソフトウ

ェアのビルドおよびリリース管理が重要な要素の一つとなって

いる。  
CD では、新たなビルドはほぼ継続的にコンパイルおよび実装

されるため、開発されたアプリケーションの正式な「リリース」

版は理論的には存在しない。しかし、実際には、組織は本番環境

に移されるアプリケーションへの変更機能数に制限を設ける必

要があり、特に、大規模な IT 開発部門を持つ組織では、単一の

アプリケーションに同時並行で加えられる変更機能が、当該アプ

リケーションを構成する多数のソースコード (ソースエレメント )
に及ぼす影響について追跡する必要がある。  

 
3.4 インフラの自動管理  

アジャイル開発と DevOps、CD は、クラウドコンピューティ

ングへの移行にも関係する場合が多い。この理由として、クラウ

ドコンピューティングプラットフォームは分散型・高可用性イン

フラ、自動化されたソフトウェア配信環境、自動障害検出および

ソフトウェアリカバリ、適応性 (マルチデバイス対応 )といった特

徴を持つからである。  
クラウドソリューションを活用することは、IT 運用面で、完全

に 自 動 化 さ れ た ア プ リ ケ ー シ ョ ン ラ イ フ サ イ ク ル 管 理

(Application Lifecycle Management：ALM)インフラへの移行に

近づけることが可能である。  
ALM ソリューションプロバイダは、提供ツールを DevOps お

よびクラウドコンピューティングに対応させることで、アプリケ

ーション開発の自動化とアプリケーションの実装、計画を一体化

させた機能を提供できる。  
さらにクラウドソリューションの発展、普及により大量のマシ

ンを構築、運用することや、物理インフラから切り離してソフト

ウェアおよびデータを管理することが可能となってきている。ま

た開発したコードを即座に実装し、ユーザからのフィードバック

を迅速に開発へ反映させる DevOps を実現する上で、こうしたイ

ンフラの運用管理を自動化するための手法「コードとしてのイン

フラストラクチャ Infrastructure as Code」が注目されるように

なっている。
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4 スタートアップ企業にみるアジャイル開発事例  

4.1 Etsy <www.etsy.com> 
創設年  2005 年  
本拠地  ニューヨーク州ニューヨーク  
収益  推定 1,170 万ドル (2012 年 )1 
従業員数  400 名以上 (2012 年 ) 
 

Etsy は 2009 年春、同社の技術的課題に対応し、新機能の開発

環境における IT 開発者と IT 運用者との間の障害を取り除くため、

IT インフラを刷新する。IT インフラを単純化し、IT 開発者と運

用者が各々のシステム理解を高めるため、システムで用いられて

いるプログラム言語を統一した。  
新システムへの移行期間、既存の IT インフラを休止させる事

態を避けたかったため、新システムには小規模かつ段階的に移行

させることが可能なアジャイル開発を採用した。  
同社がアジャイル開発に成功した要因の一つに、IT 開発者と IT

運用者間とのコミュニケーションおよび協力を促す有効な

「DevOps」文化を構築したことが挙げられる。  
同社の IT 開発者は、開発コードの実装プロセスを自動化、単

純化する「Deployinator」と呼ばれるオープンソースベースのツ

ールを用いて、各開発者は自主的に開発コードを実装できるよう

になっている。  
IT 運用者は、開発者のアジャイル開発プロセスを支援するため、

ウェブサイトのパフォーマンスを測定できる多数の測定値監視

システムを開発し、開発コードが本番環境に与える影響や、テス

ト時に監視すべき基準値について IT 開発者の理解を深めるため

に支援を行っている。  
この結果、より迅速に新機能を実装することができ、顧客が新

サービスに満足しているかを、より正確に把握し、利用価値の高

い設計を強化できるようになった。  
 
4.2 Zynga<www.zynga.com> 
創設年  2007 年  
本拠地  カリフォルニア州サンフランシスコ  
                                                   
1 Dun and Bradstreet’s Global Duns Market Identifier 
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収益  12 億ドル (2012 年 ) 
従業員数  2,850 名 (2012 年 ) 
 

同社のアジャイル開発の成功要因は、学際的な開発チームの構

成と各チームメンバが相互に継続してコミュニケーションがと

れる環境形成にある。  
（詳細は割愛）  
 

4.3 Huddle<www.huddle.com> 
創設年  2006 年  
本拠地  ロンドン (英国 ) 
収益  不明  
従業員数  不明  

 
アジャイル開発プロジェクトに携わる開発チームに、IT 運用者

を含めることの重要性を指摘している。IT 運用者は、新たなプ

ログラムコードとその作成を行った開発者について把握し、当該

コード実装後にサービスを適切に運用するため、必要に応じてコ

ード修正を行えるよう備える必要がある。  
（詳細は割愛）  

 
4.4 Halliburton：Landmark Software & Services 

アジャイル開発を採用したのは、要求の変更に応じて、より迅

速にソフトウェアに修正を加えられることにあり、ソフトウェア

の品質を向上させるためである。  
（詳細は割愛）  
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5 まとめ  

5.1 米国成功事例からみる考察  
(1) 顧客からのフィードバックプロセスの組み込み  
(2) 組織・文化の転換  

「組織・文化の転換」は、下記の 4 つが重要なポイントとなる。  
 組織レベルでのアジャイル開発への理解と支援  
 アジャイルな「思想」の正しい理解  
 各ステークホルダ間の円滑なコミュニケーションの促進  
 「単一工」型から「多能工」型人材への育成  

(3) アジャイル開発が適さない領域  
(4) マネジメントにおける覚悟  

 失敗を成功の学びとする覚悟  
 完全性へのこだわりを捨てる覚悟  
 現場に自律と意思決定を委ねる覚悟  

 
5.2 日本のシステム開発で求められる転換  

(1) 高まるスピードへの要求  
スタートアップやフロント系システムだけでなく、基幹系シス

テムもスピードが重要になってくる。  
「スピード＝価値」を顧客に説明して必要な費用を確保するの

は IT ベンダの課題だが、スピードアップを実現できなければ顧

客との交渉の土俵にも立てない状況が確実に近付いている。  
スピードを上げるためにはアジャイル手法や DevOps が解決策

そのものと言える。スピードを上げることで「システム品質」が

低下することは避けなくてはならない。アジャイル手法や

DevOps の導入がシステム品質を下げることにはならないが、IT
ベンダの品質保証部門は従来の品質保証の枠組みを変える必要

があるかもしれない。  
(2) アジャイル開発が日本で普及しない要因  

日本でアジャイル開発の普及が阻害されている要因は、 (独 )情
報処理推進機構から報告書が発行されている。  
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図 日本でアジャイル型開発の普及が阻害されている要因 1 

 
(3) クラウドサービスの活用方法  

システム開発のスピードを実現するため、アジャイル手法や

DevOps、仮想化技術やクラウド技術、クラウドサービスをうま

く活用することが必要である。  
(4) 最後に  

最後に、本報告書の主張ポイントをまとめる。  
 クラウドサービスの活用促進により、SI 市場は縮小傾向でかつユ

ーザ企業から厳しい要求を受けている  
 IT ベンダは、開発コスト削減、短納期化、仕様変更に対する柔

軟性、品質確保を実現しないと生き残れない  
 米国を中心にアジャイル開発、DevOps などリーンスタートアッ

プでの成功事例がある  
 顧客からのフィードバックプロセスを組み込む、クラウドサービ

スを最大限に活用する、開発者と運用者が連携 (DevOps)する、そ

れが成功の鍵である  

                                                   
1 出典  IPA, 
http://www.ipa.go.jp/sec/softwareengineering/reports/20130319.html 
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 手法や技術の転換だけでなく「組織・文化の転換」と「経営者の

覚悟」が重要である  
 日本の IT ベンダでもスピードが重要。アジャイル開発や DevOps
の活用が解決の近道。日本ならではの課題はユーザ企業と連携し

て解決したり、セキュリティや契約等のガイドラインを積極的に

活用しよう  
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